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デジタル庁



◼ 「ＡＸ/ＤＸの推進」は、「強い豊かな日本」の実現に向けた「成長基盤」であり、「責任ある積極財政」の考えの下で進める「危機管理投資」や「成長投
資」の両者を貫く加速装置。

◼ 今次の概算要求では、政府のデジタル・情報システム予算を抜本的に見直し、整備経費等の大半を補正予算に依存してきた予算構造から脱却。
◼ 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和８年７月閣議決定）に沿って、効果の高い複数年度の事業等について『「強く豊かな日本」投資枠』を

活用しつつ、国・地方・国民の暮らしのＡＸ/ＤＸの推進、準公共分野のデジタル化等の実施に必要となる政策経費および情報システム経費を要求し、
我が国の経済成長と国民の安心を支えるデジタル社会の実現に向けた施策を強力に推進。

令和９年度 概算要求のポイント

【デジタル社会形成の推進、デジタル庁の運営】
• ＡＩ駆動型国家の実現に向けた政府横断的な規制等の見直しを進める観点から、ＡＩに係る最新動向の調査・分析やガイドラインの改定等を進める。
• 「地方公共団体情報システム運用最適化計画」に基づき実施する運用最適化を図るための事業に対して補助する。
• マイナンバー制度等の普及・利用拡大、トラスト確保のための属性証明の電子化・高度化、準公共・相互連携分野のデジタル化を推進する。
• ＤＦＦＴの具体化やグローバルサウス諸国との共創・協力によるガバメントＡＩの国際展開を見据えた国際戦略を推進する。

【情報システムの整備・運用】
• 国の情報システムの整備・管理の基本方針等に基づき、重複投資を排除し、効率的で利便性の高い情報システムを整備するため、年間を通じた一元的なプロジェク

ト監理を厳格に実施し、デジタル庁で整備する共通基盤の利活用を前提としたシステムの統合・共通化、情報連携を進め、使い勝手のよい行政サービスを実現する。
• 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」に基づき、人口減少・人手不足等の我が国が直面する課題を解決するため、ＡＸ/ＤＸを徹底的に推進する必要があるこ

とから、ＡＩソブリンティにも配慮しつつ、ガバメントソリューションサービスやガバメントクラウドの整備及び運用の安定化・高度化、ガバメントＡＩ源内の推進、自治体
情報システムの標準化・ガバメントクラウド移行の推進、マイナンバーカードの普及・利用拡大、マイナポータルの利便性向上、Ｇビズポータルの機能向上等に取り組み、
課題解決や情勢変化への対応を推進する。

７年度補正 ８年度当初 ９年度要求
対前年度額（率）

【7年補正＋８年当初比】うち投資枠

情報システムの整備・運用 2,299.1 4,990.4 9,523.5 3,468.3 ＋2,234.0（+30.6％）

デジタル社会形成の推進 386.5 14.3 555.2 534.8 +154.3（+38.5％）

デジタル庁の運営 4.3 193.3 216.4 0 +18.8 （+  9.5％）

デジタル庁合計 2,689.9 5,198.0 10,295.1 4,003.1 +2,407.1 (+30.5％)

※このほか、独立行政法人情報処理推進機構との連携を強化し、データ利活用を推進するため、必要な人員体制の費用を拠出。

【事項要求】
• 「所得に連動したきめ細かな給付」に必要な政府情報システム関係経費
• デジタル庁重要システムの脆弱性チェック及び必要な対策に係る経費
• 社会全体を駆動するＡＸの推進に向けた政府横断的な取組に必要な経費

（単位：億円）

（注）四捨五入の関係上、端数が合計と一致しない場合がある。
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D デジタル行政の推進体制整備

～デジタル庁の司令塔機能の強化～

①デジタル庁の人員・組織体制の強化
– 「デジタル行財政改革会議」の事務局機能移
管、庁内情報システムの横断的開発支援体制、
開発工程におけるAI活用

②AI 駆動型国家の実現に向けた政府横断的な
法制度等の見直し

– デジタル行財政改革会議を「AI・デジタル改革推
進会議」に改組し、これを中心として、省庁横断
で、法制度やガイドライン等の抜本的な見直し

③政府情報システムの統括・監理の強化
– 費用対効果レビュー強化等、上流工程での認
証、データ連携などの共通機能の活用

C デジタル・AIへの受容性

～誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化
の実現～

①デジタル推進委員の活動促進

②郵便局を活用した地域の持続可能性確保

③なりすまし広告詐欺対策の強化

④インターネット上の偽・誤情報対策

⑤サイバー犯罪の防止

⑥サイバーハイジーンの推進及びアクセシビリ
ティの向上

– 政策・プロダクトに関するサイバーハイジー
ンの推進、行政機関への利用者視点の浸透

B デジタル人材の確保・育成

～デジタル・AI・セキュリティ人材の養成を加速～

①「230万人目標」の達成状況を踏まえた次期目
標の策定

②AI・デジタル人材の確保・育成
– デジタル人材スキルプラットフォームの整備・
拡充を通じた労働市場との接続、国内外から
トップ人材を含めたAI研究者・開発者の確保、
デジタル分野の学校カリキュラム高度化

A サイバーセキュリティ

～行政機関、病院等重要インフラ、中小企業等に
おけるサイバー空間の脅威対応を支援～

①AI 性能の高度化を踏まえたサイバーセキュリ
ティ対策の向上

– 「Project YATA-Shield」の推進等

②政府システム等の対策強化
– サイバー攻撃情報のデータベース化とAI検
知・分析の導入（COSMOS）等

③自治体のサイバーセキュリティ対策
– サプライチェーン・リスク対策等に係る総合相談
窓口等

④医療機関・中小企業等のサイバーセキュリティ対策
– 病院・個別システムの外部接続点の管理体制構築支
援、セキュリティ製品等の国内供給力強化等

⑤セキュリティ人材の確保・育成

社会課題解決に向けた「４本柱」

令和８年「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（概要） ー 個別施策

①政府のAX/DX基盤（ガバメントクラウド・GSS等） 

の高度化・強靱化
– セキュリティや耐災害性・利便性向上等

②政府におけるAX/DXの推進
– ガバメントAI源内の推進

– 政府内のAI・AIエージェント利活用に係るガ
バナンス強化（ガイドラインの改訂等）

– 政府調達に係るガイドライン群等の改定（「AI
駆動開発」の推進）

– 国民・企業のAIエージェントによるデジタル
庁システム等へのアクセス（MCP等）の検討

③ベース・レジストリの整備・利活用促進
– 法人・不動産・アドレスに係るベース・レジス

トリの整備・利活用促進

– 法規的告示のデータ提供開始等

④「公正」「公平」「迅速」な給付が可能なインフラ構築
– 「デジタル敗戦」を踏まえ、平時・非常時の国

による直接の給付も可能とするインフラ構築に
2026年度から着手（情報提供NWS、給付支援サービ
ス、公金受取口座システム、ADAMSⅡ等）

– 新たな給付施策については公金口座の保有を
前提とする制度設計

⑤外国人政策を支える情報基盤
– 社会保険・税等の納付状況等を在留・入国審

査に活用（入管庁では出国時の活用も検討開始）

①自治体基幹業務システムの標準化・ガバメント

クラウド移行の推進

– 運用最適化、所期効果の可視化・横展開、

特定移行支援システム移行支援

②標準化に係るこれまでの取組の課題検証

– 2021年自治体情報システム標準化法

③AI エージェントを利用した「自律型」「提案型」行

政サービスの実現
– 自治体向けソフトウェア（公共SaaS）の効率

的な開発を可能とするベンダー向け開発基

盤の検討（認証IDやデータ形式等を初期設定）

– 自治体フロント－バックヤード、業務システム相互

間の申請情報等の自動連携（手続ワンストップ化）

– 給付や介護など制度のRules as Code推進

④国・地方を通じた全体最適かつ効率的なネット

ワーク、ゼロトラストアーキテクチャの導入支援

⑤連絡協議会を通じた国・地方デジタル共通基盤

の整備・推進

①マイナカードの着実な普及・利用拡大、マイナ

ポータルの利便性向上
– マイナカード（保有枚数はR７年度約4.6%増）の官民で

の活用推進（「使うことが当たり前」の社会を目指す）

– スマホ搭載、次期マイナ、外部AIエージェント
とのセキュアな連携に向けたMCP構築、マイ
ナアプリ、モバイル運転免許証検討等

②正式版Gビズポータル構築・機能向上

– 電子ロッカー機能拡充、Jグランツ・e-Gov連携等

③医療DXの加速

– 電子カルテ本格導入、クラウドネイティブ型シ

ステムの普及等

④E2E等最新自動運転車両の社会実装・量産化加速

⑤こども・子育て・教育DX

– 安全・主体的にAI活用が可能な学習環境構築等

⑥防災DX

– 新総合防災情報システム（SOBO-WEB）とL

アラートの連携等

⑦各分野DX

– 税務、農業、行政、空き家、不動産、地域交通、

建築・都市

①（内外のLLMを柔軟に組み合わせ）AIソブリンティ

確保、政府が初期需要を提供し国産推進
– データ・計算基盤・モデル・運用の各層で自

律性・代替性・耐遮断性を確保

– このため、内外のLLMの性能等評価、モデル

選択を可能とする基盤の開発

– 国産クラウドを政府が率先利用し国内事業者

の技術力育成、暗号鍵も国内で生成

– 官民のPQC移行（デジタル庁において国産機器の初期

需要の提供に係る検討及び移行ノウハウの取得）

– OSS※利用を推進し政府システムの自律性、経
済性向上（府省庁初のOSPO）

②AI 等の基盤構築に向けた民間投資
– 先端・次世代半導体の国内開発・製造能力

確保及びワット・ビット連携によるデータセン

ターの立地環境確保、国産マルチモーダル基

盤モデル開発、オンチェーン金融の推進等

③データ連携・利活用を促進する環境整備

④政府認証基盤を始めとする政府情報システム

の安全性・信頼性向上

⑤国際戦略の推進（DFFT、ガバメントAI の国際展開）

Ⅰ 国のAX/DX基盤の

高度化・強靱化

Ⅱ 自治体のAX/DX基盤の

高度化・強靱化

Ⅲ 国民の暮らしのAX/DX推進

（安全で便利な地域の暮らし）

Ⅳ AX/DXの徹底的推進による

経済成長の加速

上記を支える横断的取組

～強靱で効率的な国家運営を支える基盤構築
～住民が行政サービスを適時にワンストップで享受で
き、職員負担も軽減される基盤構築

～官民の手続やデータ連携を円滑・安全に
行い、質の高い医療など準公共サービスを実現

～政府AX/DX基盤の自律性を強化

※ オープンソースソフトウェア
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ガバメントソリューションサービス（GSS）

デジタル社会の実現に向け、行政機関の利用するデジタル基盤の高度化が必要となっている。

ガバメントソリューションサービス（GSS）では、その中の重要な要素である、政府の共通基盤となる、柔軟で合理的なネットワーク等
の構築と運用を行う。

〇財務省（R9.6～） 〇法務省保護局（R9.11～） 〇国土交通省（一部R9.12～）

〇税関（R11.9～） ※その他省庁は検討中

※下線部：R9年度導入予定

※R8年度末からR9年度末にかけて、ユーザー数は約1万の増加を見込む

令和９年度以降にGSSを導入完了予定の府省庁（約198,000ユーザー）

〇サイバー通信情報監理委員会（R8.4～） 〇国税庁（R8.6～）

〇原子力規制庁（R8.7～） 〇経済産業省（R8.7～）

〇防災庁（R8.11～） 〇出入国在留管理庁（R8.12～） 〇財務局（R8.12～）

令和８年度にGSSを導入完了予定の府省庁（約94,300ユーザー）

〇デジタル庁（R3～） 〇人事院（R4.9～） 〇農林水産省 本省（R4.10～）

〇個人情報保護委員会（R4.11～ ） 〇こども家庭庁（R5.4～）

〇農林水産省 地方拠点（R5.4～） 〇宮内庁（R5.9～）

〇内閣府（内閣官房と復興庁を含む）（R5.12～） 〇消費者庁（R6.1～）

〇カジノ管理委員会（R6.2～） 〇内閣法制局（R6.11～） 〇金融庁（R6.12～）

〇総務省（R7.1～） 〇環境省（R7.5～） 〇公正取引委員会（R7.12～）

〇国家サイバー統括室（R8.1～） 〇気象庁（R8.2～） 〇法務省（一部R7.10～）

GSSを利用開始している府省庁（約71,800ユーザー）

クラウド利用とゼロトラス
トセキュリティによりセキュア
な業務環境と柔軟な働き
方を両立

日本成長戦略（令和８年７月21日閣議決定）

Ⅱ．17の戦略分野における官民投資の促進

2．62の主要な製品・技術等の官民投資ロードマップの実行
（2）デジタル・サイバーセキュリティ
② セキュリティの確保された政府・地方公共団体のAX／DX基盤
iv）主な施策
・公的クラウドの整備と利用拡大、生成AI・AIエージェントの徹底活用、GSSのユーザー拡大、セキュリ
ティ・耐災害性強化、出入国在留管理などに資する公共AX／DX基盤への複数年度にわたる計画的
な投資を実行する。

Ⅲ．8つの分野横断的な課題の解決
8．サイバーセキュリティ
（2）対応の方向性
③講ずるべき施策パッケージ
（政府機関等における対策の強化）
政府機関等における強靱な情報システムの構築と運用を図ることとし、例えば、政府機関・国研等へのサ
イバー攻撃検知システム（CYXROSS）の導入や、ガバメントソリューションサービスやガバメントクラウド
の利用を拡大する。

デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和８年７月21日閣議決定）

４．取組の方向性と重点的な取組 
（１）国のAX/DX基盤の高度化・強靭化 
①政府のAX/DX基盤の高度化・強靭化 
ア GSS運用の安定化・高度化 
○政府の業務基盤を提供するGSSについて、その利用者を令和13年度末までに、約28万人、
約6,000拠点へ拡大することを目指して計画的な整備を行う。GSSの保守運用業務について、
デジタル庁等における行政リソースが限定される中、将来的に持続可能なものとするため、
例えば、端末管理・ヘルプデスク等の定型的な運用業務の外部委託拡充を含め、将来的な
保守運用体制強化の在り方について令和８年度に検討を行い、結論を得る。 
○また、首都直下地震等の激甚災害等重大な事態時に安定的なサービス提供を行うため、
衛星通信等を含めた通信手段の確保や非常用電源の大幅な拡充などについて令和８年度中
に検討を行い、結論を得次第、所要の措置を講ずる。

（5）サイバーセキュリティの確保
① AI性能の高度化を踏まえたサイバーセキュリティ対策の向上
イ 高性能AIを活用した政府情報システムの脆弱性対応スキームの導入等
○また、GSSについても、急速に高度化するAI・AIエージェント等を前提としたサイバー
攻撃を想定したセキュリティ対策を令和8年度に検討し、同年度中に導入する。
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国・地方システムの基盤となるガバメントクラウドの推進

従来は、行政機関はそれぞれ独自に業務システムの開発や保守運用を行っており、提供するサービスの利便性や柔軟性、安全性、

スピードにばらつきがあった。

→ 利便性の高いサービスをスピーディかつ効率的に提供、改善するため、国や地方公共団体、準公共分野等で共通のクラウド

サービス利用環境を整える。

→ 日本成長戦略等を踏まえ、国産クラウドを中心に公的クラウドの利用拡大等を目指すほか、地方公共団体の基幹20業務シ

ステムの標準化やガバメントクラウド移行完了、運用の最適化、公共SaaS開発環境の提供を推進する。

①各府省庁システム

各府省庁の情報システムは、既にクラウドサービスを利用しているものも含め、更改時期等

を勘案しつつ、原則、2023年度以降順次ガバメントクラウドへの移行を進めることとしており、

情報システム構築の迅速性・柔軟性の向上、可用性をはじめとする高いセキュリティの実現、

コスト効率の向上など効果の追求を図る。

②地方公共団体システム

地方公共団体の基幹20業務システムについて、標準仕様書の改定を円滑に行う支援、

標準化・ガバメントクラウド移行後の運用経費を国と地方が協力し、計画に基づき抑制・適

正化を図る事業ほか、事業者の技術検証に対する支援や、特定移行支援システムを有す

る自治体に対する継続的な支援を実施する。

クラウドサービス事業者の技術的サポート

高水準なセキュリティ

運用保守作業の効率化

行政サービスの迅速な立ち上げ

デジタル庁が作成したテンプレートの適用をすることで、高水準の統一的な
セキュリティ対策や運用監視が可能。

サービス稼働に必要な物理的な基盤の調達が不要となり、制度改正に伴
う地方公共団体のシステム改修の負担も軽減され緊急時の迅速な行政
サービスの立ち上げなどにも柔軟に対応。

機器の耐用年数やOS・ミドルウェアのサポート期限に伴う定期的な更新が
不要。地方公共団体のシステムの維持管理等に伴う人的負担等を軽減。

各種クラウドサービスの技術的サポートについて、運用管理補助者がクラウ
ドサービス事業者に無償で問合せが可能（調整中）
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令和８年６月末時点のガバメントクラウド利用状況

国 167システム

地方公共団体 1,684団体（1,788団体の約94％）



ガバメントAI源内の整備・運用等による行政AX推進

1. AIは、経済社会の在り方を変革し、将来の国家の発展や国際競争力を左右するｹﾞｰﾑﾁｪﾝｼﾞｬｰ。危機管理投資・成長投資の加速装置として位置づけ。

2. 我が国におけるAIの社会実装を加速するため、「隗より始めよ」の考え方の下、政府自らが積極的かつ先導的な利活用を進める。
    その中核として、デジタル庁が主体となって開発する「ガバメントAI 源内」において、

➢ 令和８年度の大規模実証の結果を踏まえ、令和９年度には一部の府省庁において本格運用へ移行
➢ 加えて、行政AXを強力に牽引するため、政府AX基盤の自律性強化も推進

3. その際、高市総理指示（AI戦略本部（令和７年12月19日））を踏まえ、10万人を超える政府職員が源内によりAIを活用できる環境を目指す

令和８年度（2026年度） 令和９年度（2027年度）

【大規模実証】
全府省庁の政府職員約18万人
による大規模実証事業（5月～）

・職員向け利用研修、利用画面の改善
・AIアプリ開発
（国会答弁作成支援AIなど）

【源内のシステム基盤の強化】
ガバメントAI検証環境の設計・開発
（ダッシュボードの開発等）

【データセットの整備】
ハルシネーション抑制のため、利用できる
政府共通の大規模データセットの整備
（官報、白書等の大量の公的データ）

【国産の大規模言語モデル(LLM)】
源内で国産モデルを試用し、行政実務
への適合性を評価、国内事業者へ
フィードバック

① 各府省庁利用に伴う本格運用に係る費用

Ｒ８大規模実証を踏まえた源内本格運用 

行政AX・政府AX基盤の自律性強化 

②源内を用いた行政業務プロセス再設計（BPR)
（省庁横断型ハッカソンによるユースケース共創等）

③源内におけるAIエージェント開発能力強化
（AIエージェントスキル創出支援、効果・リスク検証等）

④源内と府省庁AIの連携による行政データ等連携実証
（源内と府省庁のAIシステムとの接続、データ・AI連携）

⑤AIソブリンティ確保に資する統合的な運用等の開発
（自律性・代替性・耐遮断性に係るAI基盤モデルの評価・選択）

⑥国産AIモデル（LLM）の積極活用

ガバメントAI源内の整備・運用等事業 情シス経費＋事項要求

危機管理投資・成長投資の加速装置となる行政AXの推進

【実現】
①AIネイティブな業務への実装

政府職員の日常業務にAIを組み
込み、業務の効率化・業務プロセス
改革を促進

②政策領域へのAI実装
政府職員がAIの特性、能力及び
限界を実際の利用を通じて理解し、
各政策分野や行政サービスにおける
AIの適切な活用を先導

③信頼性の高いAIの価値提示
政府が安全性及び信頼性に配慮
したAI利用を率先して実践し、その
有用性・意義、課題及び適切な利
用法を社会に示す

④国内AI産業への積極的な投資
国内で開発された基盤モデル、AI
サービス及び関連技術を適切に評
価・活用することにより、我が国のAI
産業の発展にも寄与

⑤グローバルサウス諸国との協力
ガバメントAIの共創・協力を推進

AI・AXの推進に関する経費 政策経費

自治体からの問合せ・照会業務の円滑化等に資する生成AI機能の試験提供

照会事務の円滑化などの国・地方AI共通サービスに関する実証

グローバルサウス諸国における行政ニーズ等の導入可能性調査・実証

国際戦略の推進に関する経費 政策経費

ガバメントAIの国際展開
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マイナポータル利便性向上、利用拡大

マイナポータルについては、行政手続のオンライン化を行うための共通的な窓口として、オンライン申請などのサービス提供を安定的に実施しつつ、公共分
野のAX/DX基盤として高度化・強靱化を図るとともに、AI時代に対応したマイナポータルへの機能追加やUI･UXの改善の整備等を行い、各行政機関の
オンライン化を促進し行政機関の事務効率化や国民の利便性向上を図る。

➢マイナポータルのAI対応
行政手続きの検索・申請を補助して情報取得・手続き操作を可能とするAIエージェントの導入。

➢新代理機能(仮称)の開発及び各申請手続きへの連携対応
 委任状作成等の煩雑な準備作業を要さずに、マイナンバーカードの認証機能等を用いた代理委任設定を可能とする機能の開発及び罹災者証明
 発行申請等の各申請機能への連携対応。

➢指定難病・小児慢性特定疾患に係るオンライン申請機能の構築
 難病・小児慢性特定疾病医療費の支給認定申請時において、必要情報の取得と申請がオンライン上で完結する仕組みの構築。

• マイナポータルは、「マイナンバーカードをキーとした、わた
しの暮らしと行政の入り口」として、オンライン申請や、行
政機関等が保有する自分の情報の閲覧・取得、お知
らせの通知などのサービスを提供。

• マイナポータルの利用者は、住所・年金・医療費・お薬
の記録・予防接種などの個人情報の確認や、自身に
合ったお知らせの受信、市役所等の行政機関が自分
の情報をいつ・どのように使ったかの確認、引越し・パス
ポート・児童手当・介護など様々な行政手続きの検索
や窓口に行かずに申請できる機能、e-Tax（税金の
手続き）などと連携し、自宅から確定申告できる機能
など、様々なサービスを利用可能。

マイナポータルとは

主な機能追加予定等
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Gビズポータルの整備・利用促進等

事業者向けの行政手続や補助金を１ヵ所で検索でき、オンラインで申請の準備等もできる、事業者向けの各種行政サービスの窓口「Ｇビ
ズポータル」の構築を進め、事業者がより安全で便利に手続きを行えるようになることを目指す。

⚫ 事業者向けの行政手続や補助金の検索・申請準備等が１ヵ所
でできる「Ｇビズポータル」の実証版を令和８年３月に公開。

⚫ 利用者の意見も踏まえながら、実証版の横断検索・電子ロッカー
*1・手続ジャーニー*2を拡張・強化し、手続の検索・申請準備の
みならず、申請後の審査状況の確認等も可能にし、令和８年
度中の正式版の提供開始を目指す。 

Gビズポータルの概要

＜令和９年度の主な機能追加の方向性＞

今後の機能整備、システム連携
Gビズポータルと周辺サービスの役割の整理（案）

⚫ 国の行政手続・補助金に加えて、登録された地方自治体の補助金等
も検索できるような機能

⚫ 利用者が、契約したAIアプリ等を使用して電子ロッカーへアクセスで
きる仕組みの技術検証

⚫ 業種等の利用者の属性に応じて通知をする機能 等

⚫ 各省庁等が運営する事業者向けの手続申請システムとの連携を推進
することで、事業者が手続の書類準備から申請後までの一連の過程
を、Gビズポータルを通じてオンラインで全て行うことができることを目
指す。

＜システム連携の方向性＞

令和８年度 デジタル重点計画
（令和８年７月閣議決定）

〇事業者向け行政手続及び補助金の検索・申
請準備等ができる行政サービス「Ｇビズポータ
ル」について、利用者の意見も踏まえながら、令
和７年度に構築した実証版の機能を拡充しつ
つ、手続の検索・申請準備のみならず、申請後
の審査状況の確認機能等を整備した上で、令
和８年度中の正式版の提供開始を目指す。

○令和９年度以降は、Ｊグランツ及びe-Gov等
に加えて、各府省庁等が独自に運営する事業
者向 けの手続システムとの連携拡大を検討・
推進することで、事業者が書類準備から申請
後までの 一連の手続プロセスを、Ｇビズポータ
ルを起点として一気通貫にオンラインで行うこと
ができ る環境を順次整備し、事業者の行政手
続に関する負担を軽減する。

スタートアップ総力創出パッケージ
（令和８年５月 スタートアップ政策推進分科会）

〇デジタル庁が提供するＧビズポータルにおいて、
創業に必要な手続を集約したメニューサイト
（「手続ジャーニー」）を公開し、スタートアップ
等を創業する際の手続負担を軽減する。さらに
今後、スタートアップ等向けの補助金や許認可
などのメニュー拡充や情報発信の強化を図り、
新規参入を促進する。 

*1 事業者と行政機関、支援者等が、書類の保存・共有・提出等をオンライン上で安全に行うための機能。
*2 カフェ開業や創業等の利用シーンに応じて、必要な手続や関連情報を一覧で事業者に案内する機能。
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地方公共団体情報システムの標準化は、危機管理投資として、高度なセキュリティ、大規模災害対策の実現、国の制度改正への迅速な対

応に寄与するもの。これを踏まえ、標準化・ガバメントクラウド移行後に一時的に増加している運用経費の抑制・適正化を含めた運用の最適化

を図るため、地方公共団体が「地方公共団体情報システム運用最適化計画」に基づき令和９年度に実施する運用最適化を図るための事

業（運用経費を含む。）に対して補助する。

地方公共団体情報システム運用最適化支援事業

【参考】 日本成長戦略（令和８年７月21日閣議決定）（抄）
地方公共団体の基幹20業務システムの標準化やガバメントクラウド移行完遂、運用の最適化、公共SaaS開発環境の提供、

デジタル人材育成を推進する。

補 助 対 象 ： 市区町村及び都道府県

※ 運用経費の増が一定額（人件費・物価の増加等を勘案して算出した額） 以上となる計画策定団体

要 求 額 ： 補助対象経費９５０億円（国費４７５億円 (補助率１/２) )

都道府県

デジタル庁

市区町村

補助金交付の流れ

交付申請

交付申請

（市区町村分
含む）

交付決定

地方公共団体情報システム標準化のイメージ
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組戻し
（振込エラー時）

振込
依頼

給付
額

算定

対象
者

登録

審査（申請内容確認）
申請ステータス確認（問合せ対応）

住民
申請

振込
処理

結果反映

郵送・オンライン

入金

給付支援サービス

⚫ 給付対象者への確認書類の作成、申請情報との自動
マッチング・審査、ステータス管理、サービス内振込等の
機能を提供。

⚫ 給付対象者も、マイナポータルを通じた、オンライン申請
や申請状況の確認が可能。

⚫ 従来、実施主体が個別契約（有料）。

公金受取口座

⚫ 受給口座をマイナンバーと共に国に事前登録、
口座確認作業等を効率化。

情報提供ネットワークシステム（NWS）

⚫ マイナンバーを用いた行政機関間での情報連携
のための基盤。

対象
者

判定・ 
台帳
作成

情報
提供

データ
抽出

算定ツール

⚫ 住民税情報等が入力された算定用ファイ
ルをアップロードすれば、対象者を選定し、
給付額を算出して対象者リストをダウン
ロード可能。

デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和８年７月21日閣議決定）

第１ 目指す社会の姿、取組の方向性と重点的な取組
４．取組の方向性と重点的な取組
（１）国のAX/DX基盤の高度化・強靭化
④ 「公正」「公平」「迅速」な給付を実行するためのインフラの構築
（略）

〇このような考え方に基づき、デジタルの活用により、事務負担のこれまでにない最小化を実現する給付インフラを整備するため、デジタル庁は、社会保障国民会議における「給付付き税額控
除」に関する議論にも留意しつつ、以下の取組について、令和８年度から着手する。 
・マイナンバーを用いた市町村・府省庁等の行政機関間の情報連携の円滑化のため、公共サービスメッシュが提供する中間サーバー相当機能や情報提供ネットワークシステムの強化を速
やかに行うとともに、大量照会機能の具体化、情報連携の開始までの業務フローの見直し、情報照会事務の追加や新規機関の接続等を柔軟に行う仕組み（ファストトラック）の導入につい
て検討を進める。 

・給付対象者の申請から給付主体による審査、振込まで一気通貫でデジタル完結を可能とする給付支援サービスについて、例えば、給付業務の省力化に資する機能、給付対象者の台帳作
成、算定ツールの提供、マイナンバー情報連携やマイナポータルとの連携などの機能拡張・改修等の実装化に向け取り組む。 

・公金受取口座を徹底活用した簡易・迅速な給付を図るため、口座情報登録・連携システムにおける口座実在確認等の機能や照会対応能力の強化を図る。また、年金受給者によるオプト
アウトでの登録を可能とする特例制度の令和８年度中の開始等の取組により、登録者数の更なる増加を目指す。あわせて、新たな給付施策の導入においては、デジタル化された手続の構
築に当たり、受給者による公金受取口座の登録及び利用を前提とする方向で給付主体等との調整を図る。 

○デジタル庁及び関係府省庁等は、まずは、非常時などに地方に負担をかけず国が直接に給付対象者に必要な給付を行う観点で、個別の金融機関等の対応に要する負担にも配慮しつつ、
官庁会計システム（ＡＤＡＭＳⅡ）及び日本銀行の国庫計理・振込システム等を含む、国庫から給付対象者への支払い機能を担うシステムについて必要な改修を行う。あわせて、必要
に応じ、ポイントなど、現金振込以外の給付手段の多様化も検討する。

「所得に連動したきめ細かな給付」に向けたシステム整備 【事項要求】

「所得に連動したきめ細かな給付」に向けて、デジタルの活用により、事務負担のこれまでにない最小化を実現するため、社会保障国民会議の『中間とりまと
め』や国と地方の間の協議も踏まえつつ、必要な給付インフラの整備に取り組む。
※ あわせて、非常時などに国が直接に給付対象者に必要な給付を行う観点から、関係府省庁等と連携して、必要なシステム改修に取り組む。

①対象者抽出 ②申請・審査・ステータス管理 ③振込
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補助金見直しの令和９年度概算要求への反映

マイナンバーカード関係システム事業費補助金（J-LIS補助金）

地方公共団体情報システム運用最適化支援事業費補助金（標準化補助金）

デジタル庁が所管する２つの補助事業について、行政事業レビューにおいて、「点検の視点」から、外部有識者も
交えて自己点検を実施し、令和９年度概算要求に反映。

⚫ 令和７年度補正予算で創設した本事業については、補助要件として、地方公共団体に運用最適化計画を求め、経費の削減努力を促す
仕組みを構築。今年度にまず、運用最適化計画の策定から補助金交付まで一年間の執行サイクルを的確に行い、デジタル庁の支援の下、
地方公共団体が策定する「運用最適化計画」に基づく費用の抑制・適正化の道筋をつけることとする。その過程で生じた課題や得られた知
見については、今後の予算編成や事業運用、地方公共団体の取組支援などに着実に反映していく。

⚫ 地方公共団体におけるシステム運用最適化は複数年掛けて取り組むものの、運用最適化計画に基づく各年度の抑制・適正化の達成状
況を踏まえた事業運営を確保する観点から、令和９年度以降の予算編成に当たっても、単年度ごとに見直しを行うものとする。

点検の視点①「効果検証を強化し、成果に基づく制度運用へ転換すべき」

点検の視点④「補助金依存体質を改め、自治体・事業者の自立や成長につながる仕組みに改めるべき」

⚫ 執行機関である「地方公共団体情報システム機構」(J-LIS)については、法律に基づき、主務大臣が「中期目標」を示し、J-LISにおいて、その
達成のための「中期計画・年度計画」を策定し、外部有識者の意見を踏まえた自己評価、主務大臣による評価を実施するプロセスが確立。

⚫ 主務大臣評価において、中期目標における所期の目標（システムの安定稼働・ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞの利便性向上等）は達成していると評価。

⚫ 令和８年度予算執行及び令和９年度予算要求にあたって、当庁としては、人件費・物件費高騰による予算増加傾向を踏まえ、庁内の専門
家やマイナンバーカードの専門家等で構成する体制強化チームにより、見積精査やリスク管理を実施し、積算根拠の精査、必要な機器数の
削減、優先度見直しによる一部事業の延期等を行った。引き続き、経費の削減に資する方策（クラウド活用等）の検討に取り組む。

点検の視点①「効果検証を強化し、成果に基づく制度運用へ転換すべき」

点検の視点②「政策目的と手段を精査し、公平で目的に則した政策設計・運用を徹底すべき」

点検の視点③「事業構造や執行面の改善により、透明性・効率性を高め、不正・中抜きを防止すべき」
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令和９年度 組織・体制の強化について

行政人材
(常勤)

民間人材
(非常勤)

上記のほか、

行政人材に係る機構の新設要求
➢ 審議官 ＋１
➢ 参事官 ＋２
➢ 企画官 ＋４

➢ 政府におけるこれまでの認証基盤の整備、データ構造の標準化、DX基盤の整備を踏まえ、今後は、急速に機能を向上させてい

る生成AI及びAIエージェントをはじめとするAI技術を、国・自治体はもとより社会全体で活用するAX/DXを推進することで、効率

化・省人化や新たな価値創出を図り、人口減少に対応する必要がある。

➢ このため、設立から約５年が経過するデジタル庁のデジタル行政における司令塔機能を更に強化する観点から、デジタル技術の

活用による創造的かつ革新的な取組を推進する能力を高めるため、最適な人材配置等を不断に見直しつつ、1,500人規模の

組織を一つの目安に組織・体制の一層の充実を図る。

デジタル庁の体制
（R8.7.1時点の実員状況）

1,221人

行政人材（常勤）：584人

民間人材（非常勤）：637人

※令和８年度末定員630名
＋100人
※週５フルタイム換算

➢ 新規定員要求

＋６５人

➢ 定員合理化減

▲３人

➢ 民間専門人材ほか

「行政人材」には常勤の定員内職員（デジタル庁本務の行政官のほか、民間からの官
民交流職員や任期付職員、自治体からの割愛職員）を計上。
なお、定員外の常駐併任者や非常駐併任者、自治体からの実務研修員、庶務・秘書

等の期間業務職員は本体制には含んでいない。

AI の 社 会 実 装 強 化 、 準 公 共 分 野 等 の
AX/DX、給付関連事務に係る体制整備など

体制の
充実・強化

（注）
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